
 

土土砂災

（市

災害

市町村

群

群

警戒

村マニュ

平成

平成 2

群馬県県

馬県

避難

ュアル
 

成 26 年

29 年 7 月

県土整備

県版

難ガイ

ル作成

5 月 

月改定

備部砂防

   

イドラ

の手引

防課 

    

ライン

引） 

   

ン 

①① 



はじめに 

 

１．背景 

近年、台風や集中豪雨により全国各地で毎年約 1,000 件の土砂災害が発生し、多くの人

命が失われています。これら土砂災害に対する警戒避難体制の課題として、①避難勧告等の

発令が災害発生に間に合わない場合がある、②避難勧告等が発令されても避難する住民が

少ない、③避難場所が土砂災害によって被災、④要配慮者の被災比率が高い、等が挙げら

れています。 

また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂

災害防止法」）」が平成 13 年 4 月に施行され、市町村は土砂災害警戒区域等の指定区域に

おいて土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項を市町村地域防災計

画に定めることとなっています。さらに、近年全国で甚大な被害を伴う土砂災害が発生してい

ることを踏まえ、平成 27 年 1 月 18 日に土砂災害防止法が改正されました。 

以上のような背景から、国土交通省は「土砂災害警戒避難ガイドライン（以下「国交省ガイド

ライン」）（平成 19 年 4 月、平成 27 年 4 月改訂）を作成し、市町村の土砂災害に対する警戒避

難体制の整備を支援することを目的に、土砂災害に対して特に留意すべき事項（情報の収

集・伝達、避難勧告等の発令、避難場所の開設・運営、要配慮者への支援、二次災害防止、

防災意識の向上）等の考え方をとりまとめています。 

また、内閣府（防災担当）は平成 29 年 1 月に「避難勧告等に関するガイドライン」を改定し、

市町村へ避難勧告等の基準例や、躊躇なく避難勧告等を発令するための市町村の体制構築

等に関する事項を示しています。 

 

群馬県では、これら「国交省ガイドライン」や「内閣府ガイドライン」を地域特性に則した形に

編集した「群馬県版 土砂災害警戒避難ガイドライン」を改定しました。 

 

 

  



２．活用方法 

「群馬県版 土砂災害警戒避難ガイドライン」（以下「群馬県版ガイドライン」という）は近年の

土砂災害における警戒避難の課題を踏まえて、関連事項を整理したもので、市町村地域防災

計画改定への活用や、地域防災計画とは別に、土砂災害対策に関する詳細かつ具体的な計

画・マニュアルをとりまとめる際に活用し易い構成としています。 

本ガイドラインの活用にあたっては、各市町村の地域特性を踏まえるとともに、住民のニー

ズを踏まえた地域防災計画等となるよう継続的に内容を見直しつつ、警戒避難体制の向上を

図ることが重要です。 

なお、本ガイドラインは大雨に起因する土石流やがけ崩れを中心に記載しており、地すべ

り・深層崩壊や震災・火山災害等の大規模災害への応用については留意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂災害防止法第八条において、市町村が行う警戒避難体制の整備は以下のように規定されています。 

 

（警戒避難体制の整備等） 

第八条 市町村防災会議（災害対策基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）第十六条第一項 の市町

 村防災会議をいい、これを設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）

 は、前条第一項の規定による警戒区域の指定があったときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第

 一項の市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、当該警戒区域ごとに、次 

 に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関する事項 

 二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

 三 災害対策基本法第四十八条第一項 の防災訓練として市町村長が行う土砂災害に係る避難訓練の実 

  施に関する事項 

 四 警戒区域内に、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮

を要する者が利用する施設をいう。以下同じ）であって、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある

場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要がある

と認められるものがある場合にあっては、当該要配慮者利用施設の名称及び所在地 

 五 救助に関する事項 

 六 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関

  する事項 

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に掲げる事項を定める

 ときは、当該市町村地域防災計画において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要

配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保するため、同項第一号に掲げる事項と 

 して土砂災害に関する情報、予報及び警報の伝達に関する事項を定めるものとする。 

３ 警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画に基づき、国土交通省令で定めるとこ

 ろにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な 

 警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布

 その他の必要な措置を講じなければならない。 
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(3) 土砂災害のおそれのある区域（土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域） 

［資料編:1.1.2～1.1.4.参照］ 

群馬県では土砂災害防止法に基づく基礎調査を実施し、土砂災害のおそれのある区域に

対して「土砂災害警戒区域（イエローゾーン）」及び「土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）」

（以下「土砂災害警戒区域等」）を指定しています。これらの指定状況については、土砂災害

警戒区域等を指定している市町村及び管轄する土木事務所に「公示図書」として備えてありま

すので、確認して下さい。また、群馬県ホームページ（以下「ＨＰ」）でも土砂災害警戒区域等

の位置を確認する事も出来ます。 
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(3) 土砂災害警戒情報とは［資料編：1.2.4.参照］ 

土砂災害警戒情報とは、大雨による土砂災害の危険度が高まった時、市町村長が避難勧

告等を発令する際の判断や住民の自発的避難の参考となるよう、市町村単位で群馬県と前橋

地方気象台が共同で発表する防災情報です。 

群馬県では、土砂災害警戒情報を発表する際に、発表該当市町村防災担当部局へ電話

連絡をし、確実な伝達を行っています。また群馬県砂防課のシステムに市町村職員のメール

アドレスを登録することで、発表と同時に、登録メールアドレスに発表された旨のメールを受信

することができます。この市町村職員を対象としたメール配信システムへのメールアドレスの登

録については、毎年年度初めに各市町村防災担当部局あて照会していますので、多くの職

員に登録していただくようお願いいたします。 

 

(4) 「土砂災害に関するメッシュ情報」を確認［資料編：1.2.5.～1.2.12.参照］ 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度が更に高まった時に市町村単位

で発表されます。しかし降雨の状況により市町村内における危険度には地域差があることから、

土砂災害警戒情報を補足する情報として、「群馬県土砂災害警戒情報・危険度情報ＨＰ（群

馬県砂防課提供）」にて県内を 5 ㎞メッシュに分割し、メッシュごとに危険度をリアルタイムで判

定し情報提供していますので、日頃からこまめに確認しましょう。なお、このＨＰで防災担当者

は、1 ㎞メッシュごとの危険度も確認する事が出来ます。 

 

(5) 雨量･水位情報の確認［資料編：1.2.2.、1.2.13.参照］ 

雨量情報は気象情報の発表につながる重要な情報です。市町村周辺の雨量観測所の位

置および名称を確認しましょう。また、市町村が位置する流域内の水位観測所の位置および

名称も確認しましょう。 

  



 

 
■降雨

○土

○次

が

・
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■降水

 ［資

○最

○山

を

要

○ま

民

 

 

  

雨時には、特

土砂災害の多

次のような雨が

が必要です。 

１時間に 20 ㎜

連続雨量で 1

水量に注意す

資料編：1.2.

最近の雨の降

山間部等で局

を利用した簡

要です。 

また、住民の防

民に周知しまし

     

に土砂災害の

多くは、水（降雨

が降ったら、一

㎜以上の雨 ⇒

100 ㎜以上の

する習慣をつけ

14.参照］ 

降り方は局所的

局地的に雨量

易雨量計等）

防災意識の向

しょう。 

    

出典

の発生に注意

雨、地下水）が

一般的に土砂

⇒車のワイパ

の雨 ⇒弱い雨

けましょう、また

的で、雨量観測

が異なる地区

を設置して雨

向上や、自主避

     

：「住民主体の
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意しましょう 

が関係していま

砂災害の発生す

ーを動かして

雨でも長時間降

た住民にも広く

測所の雨量と施

区には、市町村

雨量情報を収

避難の参考とす

    

の土砂災害警

ます。 

する危険性が

ても前が見えに

降り続くと、土砂

く周知しましょ

施設直近の雨

村独自で雨量

集し、災害発

するため、簡易

     

戒避難体制構

が高まると言わ

にくいほどの強

砂災害の危険

う 

雨量が相違す

量計（ペットボト

発生の危険性を

易雨量計での

    

築運営の手引

われているので

強い雨 

険性が高まりま

する場合がありま

トルやカップ酒

を判断するこ

の雨量観測を

     

き」群馬県砂

で警戒

ます 

ます。 

酒容器

とが必

広く住

    

防課
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【解 

(1) 避

平

命を守

を基に

要があ

それら

での移

ありま

①

②

③

 

(2) 避

市

（緊急

なり、

へ十分

避

無線

利用

(3) 土

土

あり、

いるた

避難に関す

説】 

 

避難行動（安

平成25年の災

守るためにと

に、避難勧告

あります。な

らの安全性を

移動時間を考

ます。 

① 指定緊急避

② 「近隣の安

③ 「屋内安全

避難勧告等 

町村が発表

急）」の 3 種

また各情報

分周知しまし

難勧告等は

や広報車の

して、確実に

土砂災害に関

土砂災害は、

発生してか

ため、人的被

市町村が

避難に関

知してお

する情報 

安全確保行動

災害対策基本

とる、次の全て

告等が発令さ

お、親戚や友

を各災害のハ

考慮して自ら

避難場所へ

安全な場所」

全確保」（その

［資料編：

表する避難情

種類があります

報が持つ意味

しょう。 

は住民の避難

ほか、電話、

に住民へ伝達

関する避難勧

洪水等の他

らは逃げるこ

被害に結びつ

が発表する

関する情報

おく。 

動）の考え方

本法改正以後

ての行動を避

された時の避

友人の家等の

ハザードマッ

ら避難行動開

の立退き避難

（近隣のより安

の時点に居る

1.2.15.参

報には、「避

す。いずれも各

味も大きく異な

難開始のため

、ＦＡＸ、テレ

達します。 

勧告等の意味

他の水災害と

ことは困難で

つきやすい災

る避難情報の

報の種類とそ
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後、避難勧告

避難行動とし

避難行動をあ

の自主的な避

プ等であらか

開始のタイミン

難 

安全な場所

る建物内にお

参照］ 

避難準備・高齢

各市町村が

なります。それ

め、確実に住

レビ、ラジオ、

味 

と比較すると突

で木造住宅を

災害です。一

の種類、内

その入手方

告等の対象と

しています。住

あらかじめ考え

避難場所へと

かじめ確認し

ングを考えて

・建物等）へ

おいて、より安

齢者等避難

発表する情報

れぞれの情報

住民に伝達す

また自治会

突発性が高く

を流失・全壊

一方で、危険

内容を把握す

方法や活用方

する避難行動

住民へは、ハ

えておくよう十

と立退き避難

しておくととも

ておくよう十分

の立退き避難

安全な部屋等

難開始」「避難

報ですが、発

報が持つ意味

する必要があ

・自治防災組

く、精確な事

壊させるほどの

な区域から少

する。 

方法を住民

動について

ハザードマップ

十分周知する

難する場合に

もに、その場所

分周知する必

難 

等への移動） 

難勧告」「避難

発表する段階

味を理解し、

あります。防災

組織内の連絡

事前予測が困

の破壊力を有

少しでも離れ

民に十分周

は、

プ等

る必

には、

所ま

必要が

難指示

階が異

、住民

災行政

絡網も

困難で

有して

れれば
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人的被害の軽減が期待できる特徴もあります。 

土砂災害はこのような特徴を有しているため、危険な区域の居住者等は立退き避難をでき

るだけ早く行うことが必要です。「避難準備・高齢者等避難開始」の発令時点において土砂災

害警戒区域等の要配慮者は立退き避難を開始することとなりますが、その他の居住者等につ

いても自発的に避難することが推奨されます。 

なお、夜間や暴風、豪雨等により外出が危険な状況であったとしても、「近隣の安全な場所」

への避難や「屋内安全確保」といった緊急的な避難行動によって、少しでも危険性の低い場

所に身を置くことができるため、躊躇なく避難勧告等を発令することを基本とします。 

既に周囲で洪水等や土砂災害が発生している等、遠くの指定緊急避難場所までの移動が

かえって命に危険を及ぼしかねないと判断されるような状況の場合は、「近隣の安全な場所」

へ避難することが考えられます。「近隣の安全な場所」としては、土石流が流れてくると予想さ

れる区域や急傾斜地からできるだけ離れていること、できるだけ高い場所であること、堅牢な建

物内の上層階であることが必要であり、具体的には、自宅の近隣にあるコンクリート造の建物

等における上層階、山から離れた小高い場所等が候補となります。 

このような、土砂災害に関する避難勧告等の意味を十分理解し、住民へ周知をすることが

大切です。 

 

(4) 指定緊急避難場所と指定避難所 

避難行動をとる際の安全確保の観点から、災対法改正により避難場所と避難所を明確に

区分することとし、あらかじめ市町村が「指定緊急避難場所」と「指定避難所」として指定するこ

ととされました。「指定緊急避難場所」については、洪水等、土砂災害等の災害種別に適した

建物等が指定されることとなっています。 

 

 指定緊急避難場所：切迫した災害の危険から命を守るために避難する場所として、 

              あらかじめ市町村が指定した施設・場所 

 指 定 避 難 所  ：災害により住宅を失った場合等において、一定期間避難生活を 

              する場所として、あらかじめ市町村が指定した施設 

 

(5) 避難場所の開設・住民避難状況 

避難場所の開設状況については、住民に速やかに伝達することが重要です。住民の避難

状況についても把握しておくことが重要です。 

なお、指定緊急避難場所については、命を守るために緊急的に避難するための場所であ



 

るため

自主

が重要

 

■

め、緊急的に

防災組織を

要です。 

事前避難（

遠く

に使用できる

はじめとする

（立ち退き）

出

くまで移動

状況を確保す

る住民等によ

 

と緊急避難

典：「住民主

動すること
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するものとさ

よって開錠等

難（近隣の安

主体の土砂災害

とができ

れており、行

等ができるよう

事前の避

安全な場所

害警戒避難体制

ない場合

行政職員の到

にしておく等

避難が大原

・屋内安全確

制構築運営の手

合の緊急避

到着を待たず

等、工夫をす

原則！ 

確保） 

手引き」群馬県

避難！ 

ずとも、

すること

県砂防課
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の判断
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土

所にお

ってお

大

容につ

断がし

 
※前

様

 

 

土砂災害の

説】 

兆現象は、が

る兆候です。

のに水位が下

で既に何らか

避難行動の開

町村は住民

断材料とする

とが必要です

お、大雨時に

兆現象の確

砂災害を早

おける普段の

おくことで、い

雨が予想され

ついて記録

し易くなります

前兆現象が確

様子に注意す

一般的な

の前兆現象 

がけ崩れ・土

斜面から小

下がる、亀裂

かの現象が起

開始が必要で

民、警察、消防

るため、日頃

す。 

に斜面や渓流

確認方法［資

早めに予見す

の降雨後の状

いざという時の

れる場合等は

を残しましょ

す。また、カメ

確認されなくて

する習慣をつけ

な土砂災害

土石流・地すべ

小石がパラパ

裂や段差が生

起きていると

です。 

防団等からの

頃から前兆現象

流に近づくこ

資料編：1.2.

するには、“い

状況（渓流の

の“いつもと違

は事前に点検

う。特に、湧

メラで状況を

ても、土砂災害

けましょう。 

 

害の前兆現象
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べりなどの土

パラ落ちる、湧

生じるなどの現

ということです

の通報により

象と通報先を

ことは危険なの

.16.参照］

いつもと違う状

の水量（水位

違う”という判

検するとともに

湧水の量、亀裂

を撮影してお

害が発生する可

象の内容や

土砂災害の発

湧水が濁る、

現象がみられ

す。これら前兆

り、当該地区

を住民、警察

ので、現地確

状況”を察知

位）や濁り、斜

判断が可能に

に、異常時の

裂の大きさ等

くことも有効

可能性はあり

や確認方法を

発生前に、斜

渓流が急に

れるのは、斜

兆現象を確認

や周辺地区

察、消防団等

確認には注意

知することが重

斜面からの湧水

になります。 

の目安とする

等を計測して

です。 

ます。そのた

を周知して

斜面や渓流等

に濁る、雨が降

斜面内部や渓

認した場合は

区の避難勧告

等によく周知し

意が必要です

重要です。危

水の状況等

るため、確認し

ておくと、異常

め、普段から

ておく。 

等で見

降って

渓流の

は、直

告発令

してお

す。 

危険箇

）を知

した内

常の判

周りの
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① 

② 

章 平常時

土砂災害を

説】［資料編

警戒すべき箇

市町村は

すべき箇所

警戒すべ

土砂災害

の程度の降

害防止施設

必要がありま

状況等およ

防止施設や

 

土砂災害警

市町村は

るとともに、住

周知にあ

民各戸への

知を図ること

土砂災害

 

市町村は

害の発生

市町村は

土砂災害

配慮者利

マップを

時からの（

を警戒すべき

編：2.1.1.～

箇所の特定 

は土砂災害警

を特定し、一

べき箇所は土

害は一般的に

降雨があれば

設や治山施設

ます。このため

び、砂防堰

や治山施設の

警戒区域等の

は、等県から提

住民、要配慮

あたっては、土

の配布や回覧

とが重要です

害警戒区域等

は土砂災害

生を警戒す

は土砂災害

害警戒区域

利用施設、

を作成し、

（土砂災害

き箇所 

～2.1.2参照

警戒区域等を

一覧表等に整

土砂災害警戒

に降雨が原因

土砂災害が

設の整備状況

め、過去に発

堤や急傾斜

の整備状況を

の住民等への

提供される土

慮者利用施設

土砂災害警戒

覧、広報誌や

す。 

等に指定され

害警戒区域等

すべき箇所を

害警戒区域等

域等の周知に

土砂災害の

住民の円滑
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害に対する

照］ 

をもとに、住民

整理します。

戒区域等を基

因で発生する

が発生するか

況により災害発

発生した土砂

斜地崩壊防止

を事前に把握

の周知 

土砂災害警戒

設、関係機関

戒区域等の

や市町村ＨＰへ

れている範囲は

等を基に住

を特定する

等を住民や

にあたって

の特徴や前

滑な避難に

る）体制構

民の避難が必

基本とします。

ることから、過

を予測する必

発生の危険性

砂災害の種類

止施設、地す

握する必要が

戒区域等をも

関等へ周知す

市町村役場

への掲載等

は、群馬県Ｈ

住民の避難が

る。 

や関係機関等

ては、避難場

前兆現象等を

に役立てる。

構築 

必要な土砂災

 

過去の土砂災

必要がありま

性に違いがあ

類とそのときの

すべり防止施

あります。 

もとに地域防

する必要があ

場等での閲覧

の取り組みを

ＨＰにて確認

が必要とな

等へ周知す

場所・避難

を記載した

。 

災害の発生を

災害の記録か

ます。また、土

ある事を考慮

の降雨状況、

施設等の土砂

防災計画に掲

あります。 

覧にとどまらず

を行い、十分

認できます。ま

なる土砂災

する。 

難経路、要

たハザード

を警戒

からど

土砂災

慮する

、被災

砂災害

掲載す

ず、住

分な周

また、 
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③ ハザードマップによる周知 

市町村は、土砂災害のおそれのある箇所に係る情報を住民の円滑な避難に役立てる

ため、避難場所・避難経路、要配慮者関連施設、市町村役場・消防署・警察署等の防災

関係機関及び緊急連絡先、土砂災害の特徴や前兆現象、避難に備えて住民が日頃か

ら準備すべき事項等を記載したハザードマップを作成し、住民や関係機関等へ周知する

ことが重要です。 

 

土砂災害防止法においても、土砂災害警戒区域等並びにそれらの区域における土砂

災害の発生原因となる自然現象の種類、土砂災害に関する情報の伝達方法等を記載し

た土砂災害ハザードマップを作成し、住民や関係機関等へ周知するよう規定されていま

す。 

更にハザードマップ等を活用して、住民懇談会等による自主避難ルールの作成や、地

域独自の防災マップの作成を積極的に支援することが望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、土砂災害警戒区域等以外にも、土砂災害が発生するおそれのある箇所につい

て、住民が把握している可能性も想定されるため、事前に聞き取り調査等を実施し、警戒

すべき箇所として把握しておくことが望まれます。 

 

④ ハザードマップ作成のための県の支援［資料編：2.4.5.参照］ 

群馬県では、市町村が行うハザードマップ作成の支援として、ハザードマップ作成に

必要な土砂災害警戒区域等のＧＩＳデータ、公示図書データ等の提供と合わせ、避難場

所・避難経路等の情報を付与した簡易なハザードマップを作成できる、「ハザードマップ

作成支援ツール」を構築し、各市町村に配布していますのでご活用下さい。 

 

土砂災害防止法第八条において、市町村が行うハザードマップの整備は以下のように規定されています。

 

（警戒避難体制の整備等） 

第八条  

３ 警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画に基づき、国土交通省令で定めるとこ

 ろにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な 

 警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布

 その他の必要な措置を講じなければならない。 



 

2.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

③ 

避難を要す

説】 ［資料

立退き避難す

立退き避難

想定区域、他

か、自主防災

地区単位（避

 

避難単位の

避難勧告

行動（同一の

る必要があり

町内会、

じて規模や住

にも配慮しな

等、十分な検

 

在宅の要配

要配慮者

多くかかりま

このため、

配慮者の避

市町村は

所を特定

住民を安

治会、自

として設

設定した

多数存在

位に見直

する区域（避

料編：2.2.1

すべき住民・

難すべき箇所

他の土砂災

災組織や町

避難単位）を

の考え方 

告等の発令に

の避難場所へ

ります。 

自治会等をも

住民の数も異

ながら設定す

検討が必要で

配慮者を考慮

者は、避難に際

ます。 

、福祉部局と

避難支援の観

は土砂災害

定する。 

安全かつ効

自主防災組

設定する。

た避難単位

在する場合

直す。 

避難単位)の

1参照］ 

・箇所の特定

所は土砂災

害警戒区域

町内会、避難施

を特定します。

にあたり、その

へ、同一のタ

もとに設定す

異なるため、

する必要があ

です。 

慮した避難単位

際して一般住

と連携のうえ、

観点から、避難

害警戒区域等

効率的に避難

組織等、同一

（避難勧告

位毎に在宅の

合は、必要に

－12－

の設定 

定 

害警戒区域

域、避難路等

施設の状況

。 

の発令対象区

タイミングで避

する避難単位

避難場所ま

あります。また

位 

住民と同一の

、避難単位内

難単位の設定

等を基本に

難場所へ避

一の避難行

告等の発令

の要配慮者

に応じて避

域等を基本とし

の被害による

況等を勘案し

区域を絞り込

避難）をとるべ

位は、都市部

までの距離や

た、消防団、自

の行動をとるこ

内の在宅の要

定が適切であ

に立退き避難

避難させるた

行動をとるべ

令対象地区の

者の有無を確

避難支援体制

します。また、

る孤立が懸念

て同一の避難

込むために、

べき地区を避

部、山間部等

や避難場所の

自主防災組織

ことが困難で

要配慮者の有

あるか否かを

難をすべき

ために、町

べき地区を

の設定） 

確認し、要

制を考慮し

、河川などの

念される箇所

難行動をとる

予め同一の

避難単位に設

等の地域特性

の収容可能人

織等の意見

であり、移動時

有無を確認

をチェックする

き住民・箇

町内会、自

を避難単位

要配慮者が

した避難単

の浸水

所のほ

るべき

の避難

設定す

性に応

人数等

も聞く

時間も

し、要

る必要
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があります。 

多数の要配慮者がいるために円滑な避難支援を行うことが困難と予想される場合には、

必要に応じて避難単位を見直すことが重要です。 

 

④ 「土砂災害に関するメッシュ情報」の活用［資料編：1.2.10.～1.2.11 参照］ 

いざという時に迅速・的確に避難勧告等を発令するために、設定した避難単位に対応

する「土砂災害に関するメッシュ情報」のメッシュ位置との対応をあらかじめ整理しておくと、

実際の発令の際の有効な資料となります。 

  



 

2.3 

2.3.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

市

区域

す。 

また

する際

 

① 

② 

安全な避難

安全な避難

説】 ［資料

町村が避難

について、予

た、避難者数

際にもその情

避難者数の

市町村は

なお、昼間

避難者数

域毎の人口

会的人口の

また、福祉

とも重要です

 

安全な避難

住民が安

認され、避難

ないと判断さ

市町村は

握してお

避難を要

難できる

安全な避

な建物等

等の活用

難場所・避難

難場所・避難

料編：2.3.1

難勧告等を発

予め想定され

数の想定によ

情報を活用で

の調査 

は、避難を要す

間人口の把握

数の調査・検討

及び世帯数

の増減等を考

祉部局と連携

す。 

難場所・避難経

安心して避難

難場所として

された場合に

は避難を要

おく。 

要する区域

る避難経路

避難場所の

等を一時的

用などを検

難経路 

難経路の設定

1～2.3.3、2

令して避難誘

れる避難者数

よって、避難

できることから

する区域の避

握が可能であ

討にあたって

数を把握します

慮して概数と

携のうえ、避難

経路の確保

難することがで

て必要な機能

には、民間と

要する区域に

域について、

路および避難

の確保が難し

的な避難場所

検討する。
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定 

2.4.1.～2.4

誘導等を実施

数や避難ルー

難場所開設後

ら、災害時の

避難者数等を

あれば調査を

ては、市町村

す。なお、避

とすることも可

難単位内の

できる避難場

能を有した施設

との協定によ

について、

住民が安

難場所を定

しい場合に

所として協

4.6.参照］

施する場合、

ートや避難場

後に必要とな

迅速な対応

を表などにと

を実施します

村の人口統計

避難者数の検

可能ですが、

在宅の要配

場所は、土砂

設です。点検

る民間施設

予め想定さ

安全に時間的

定めておく。

には、民間施

協定を結ぶほ

 

2.2 で特定し

場所を定めて

なる食料や生

に寄与するこ

りまとめます

す。 

計等を利用し

検討にあたっ

適時の見直

配慮者の人数

砂災害等に対

検の結果、避

や民間住宅

される避難

的な余裕を

。 

施設、最寄

ほか、他の

した避難を要

ておくことが必

生活物資等を

こととなります

す。 

、避難を要す

っては、自然

直しが必要で

数を把握して

対する安全性

避難場所が安

宅等の一時避

難者数を把

を持って避

寄りの堅牢

の公共施設

要する

必要で

を調達

す。 

する区

的・社

です。 

おくこ

性が確

安全で

避難場
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所としての活用、他の公共施設等の活用、避難所の構造強化や新設等により、地域内に

安全な避難場所を確保する必要があります。 

なお、夜間や大雨の中での避難は危険な場合もあるため、不測の事態においては、

自宅や隣接するＲＣ構造建物の２階以上等、安全と思われる場所への避難を考えること

が必要です。 

 

③ 避難施設の検討 

避難を要する事態が発生した場合に使用する可能性のある避難施設候補を検討し、

予め指定しておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■避難施設の条件： 

避難施設は次の条件を満たす施設を抽出します。 

（ア）市町村地域防災計画で指定している指定緊急避難場所等 

    ⇒土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所外であること 

    ⇒浸水想定区域外にある建物であること 

    ⇒夜間照明および情報通信機器等を備えていることが望ましい 

（イ） 市町村地域防災計画の指定緊急避難場所等以外の施設 

    ⇒地域防災計画で指定されていない公共施設（学校、会館、体育館、集会所等） 

    ⇒民間の集会施設、体育施設、宿泊施設等 

    ⇒この他、（ア）の条件を満たす施設 

 

緊急避難について、降雨・夜間の避難はかえって危険な場合もあり得るため、その様な

場合は近所の堅牢な建築物や自宅の２階、崖から離れた場所への避難も有り得ます。 
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■災害対策基本法では指定緊急避難場所の基準は以下と定義されています 

 

指定緊急避難場所の基準【災対法令第２０条の３関係】 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）第 49 条の４第１項の政令で定め

る基準については、以下のとおり定めるものとする。 

・ 発災時に居住者等に開放される管理体制を有していることなどの管理上の基準 

・ 洪水や崖崩れ、土石流、地滑り、高潮、地震、津波、大規模な火事等の異常な現象 

 が発生した場合において人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがない土地の区域（「安全 

 区域」）内に立地するものであることなどの立地上の基準 

・ 異常な現象等の安全区域外に立地する施設などについては、当該異常な現象等に対して 

 安全な構造であることのほか、洪水や高潮、津波等に係る施設の場合は、その想定される水 

 位よりも上に居住者等の受入用部分等があることなどの構造上の基準 
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④ 避難経路の検討 

避難を要する区域から避難施設までの距離は可能な限り短く、、原則として徒歩による

避難が可能で、危険性が少ない避難ルートを調査して予め定めます。 

避難経路に次の危険箇所など、避難時に被災するリスクがある場合は、避難施設また

は避難経路を再検討し安全な避難経路を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どうしても安全な避難経路の設定が難しい場合は、住民にも理解を求めつつ、少しで

も避難時の被災リスクの低い避難経路の選定や、早い段階からの避難などについて、あ

らかじめ行政と住民が一緒になって検討しておくことが重要です。 

 

⑤ 避難に要する時間の検討 

要配慮者の避難行動も含め、避難行動における安全確保を図りながら住民の確実な

避難を実施するためには、時間的な余裕をもって避難勧告等の情報を発令し確実に住

民に伝達することが必要です。 

市町村は、避難勧告等の発令体制、住民への伝達・広報体制等を勘案しながら、避

難勧告等の決定から避難の完了までに要すると想定される時間を表などにとりまとめま

す。 

 

 

  

（ａ） 山腹崩壊危険箇所、土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険箇所等の土砂災害危険箇所

（ｂ） 過去の出水で通行止めになった道路 

（ｃ） 過去の災害でがけ崩れ、地すべり等が発生した地点 

（ｄ） 地下道や地下通路 

（ｅ） 浸水想定対象河川にかかる橋梁 

（ｆ） 内水氾濫区域 

（ｇ） 側溝、マンホール等の蓋の浮上危険度が高い箇所 



 

2.3.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

 

避難場所・

説】 

定期的な安

土砂災害

然災害に対

周辺の土砂

等の状況を踏

また、行政

民等と合同

職員や住民

確認すること

による避難誘

 

専門家等に

土砂災害

所を設定せ

確認を行いま

 

市町村、

経路の合

全性を確

立地条件

る避難場

を行う等

・避難経路の

安全点検 

害ハザードマッ

対して安全か否

砂災害警戒区

踏まえて検討

政だけでなく

で定期的な

民の防災意識

とができるた

誘導等を円滑

による現地確認

害に対する安

せざるを得ない

ます。 

消防、警

合同点検を

確認する。

件等から土

場所につい

等の対応が

の定期的な安

ップ等に基づ

否かを確認す

区域等を把握

討する必要が

く、消防、警察

安全点検を

識を向上させ

め、緊急時の

滑に行える効

認 

安全性の判断

い場合など）

 

警察、自主防

を定期的に実

 

土砂災害に対

いては、土砂

が必要である
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安全確認 

づき、避難場

する必要があ

握した上で、

があります。

察、自主防災

を実施するこ

せるとともに、

の住民の避難

効果が期待で

断が難しい場

には、土砂災

防災組織、

実施し、土

対する安全

砂災害に関

る。 

場所の立地条

あります。実際

避難時間や

災組織、及び

とが重要です

避難場所の

難行動や消防

できます。 

場合（土砂災

災害に関す

住民等によ

土砂災害に対

全性の確認が

関する専門家

条件が土砂災

際に現地を確

や避難経路、

びその避難場

す。こうした活

の位置及び避

防団、警察、

害警戒区域

る専門家など

よる避難場

対する避難

が難しいと

家等による

災害やその他

確認し、避難

避難場所の

場所へ避難す

活動により各

避難経路を現

自主防災組

域等の中に避

どと連携して

場所・避難

難場所の安

と判断され

る現地確認

他の自

難場所

の構造

する住

各機関

現地で

組織等

避難場

て現地



 

2.3.3 

 

 

 

 

【解 

が

整備

体

 

 

避難場所を

説】 

土砂災害に

、地域内に安

備は重点的

関係機関と十

制と一体とな

 

 

 

土砂災害

難場所を

■警戒避難

を保全する砂

に対して安全な

安全な避難場

的に取り組むべ

十分な連携及

なり、地域全体

害に対して

を保全する

体制と一体と

砂防施設整備

な避難場所

場所を確保で

べき課題です

及び調整を

体の安全度の

 

安全な避難

砂防施設を

となった土砂災
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備 

を確保するこ

できない場合

す。 

図った上で、

の向上を図る

難場所が確

を整備する

出典：「土

災害対策（避

ことは避難場

合には、避難

、砂防施設を

る必要があり

確保できない

。 

土砂災害警戒避

避難場所を守

場所の施設管

難場所を保全

を整備するこ

ります。 

い地域に対

避難ガイドライ

る砂防施設整

管理者の責務

全する砂防施

ことにより警戒

対して、避

イン」国土交通

整備） 

務です

施設の

戒避難

通省



 

2.4 

2.4.1 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 土

 

③ 災

情報の収集

土砂災害に

説】［資料編

 平常時から

行政は土

情報等につ

前に周知す

住民が降

の状況等の

す。 

 

土砂災害に関

行政は関

住民へ土砂

このため、

収集するとと

これらの情報

状況等を伝

備などが時

時から土砂災

さらに、要

施設管理者

避難支援の

災害発生情報

住民、県土

平常時か

る。 

気象・雨

勧告等、

集・伝達 

に関する情報

編：2.5.1.参

らの情報共有

土砂災害警戒

ついて、ハザー

することが重要

降雨時に自ら

の把握及び共

関する情報の

関係機関や住

砂災害発生の

、市町村は都

ともに、住民

報に基づき、

伝達する必要

間的余裕をも

災害警戒区

要配慮者利用

者等に土砂災

のため、福祉部

報等の収集

土木事務所

から土砂災害

雨量情報、土

避難場所の

報 

参照］ 

有 

戒区域等や避

ードマップ等

要です。 

避難の判断

共有化に努め

の収集・伝達

住民から土砂

の危険性を確

都道府県・気

、警察、消防

住民へ土砂

要があります。

もって行える

域や砂防施

用施設に対し

災害に関する

部局等にも情

・伝達 

、警察、消防

害警戒区域

土砂災害警

の開設状況

－20－

避難場所、ま

等により、その

断をするため、

めることを、事

達 

砂災害の危険

確実に伝達す

気象台等から

防団等から前

砂災害発生の

情報は危険

るようにする工

施設等につい

しては、施設

る情報を伝達

情報を伝達す

防団等から、近

域等や避難場

警戒情報、前

況等の土砂災

また災害のお

の内容や入手

、行政からの

事前に住民

険性を予測す

することが必要

気象・雨量情

前兆現象や災

の危険性や避

険性を段階的

工夫が必要で

いて、巡視を行

利用者の円

達するとともに

する必要があ

近隣地域で

場所等の情

前兆現象や

災害に関す

おそれがある

手先を住民へ

の情報だけで

に周知して

するための情

要です。 

情報、土砂災

災害発生等の

避難勧告等、

的に住民へ伝

です。また、こ

行うことが重要

滑な警戒避

に、在宅の要

あります。 

の土砂災害

情報を住民に

災害発生情

する情報を収

る場合に伝達

へ説明会など

ではなく、自ら

おくことが重

情報を収集・分

災害警戒情報

の情報を収集

避難場所の

伝達し、避難

このためにも

要です。 

避難が行われ

要配慮者に対

害の発生、洪水

に周知す

情報、避難

収集・伝達

達する

どで事

ら周囲

重要で

分析し、

報等を

集し、

の開設

難の準

も平常

れるよう、

対する

水、道
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路冠水、道路通行止めなどの現地状況を広く収集し、避難勧告発令の判断材料とする

必要があります。収集した情報は市町村内のみならず地域の住民・行政に広く伝達し、

情報を共有することが重要です。  



 

2.4.2 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

 

情報の共有

説】［資料編

市町村職員

土砂災害

整備を行うと

制整備を通

と山間部など

体制を確保

緊急時に

く分析するに

土砂災害警

長まで報告す

 

地域住民と連

情報がす

の伝達体制

また、住民

前兆現象な

災害時に

インターネ

様々な情報

とも有効です

情報の収

広大な面

備し、情

地域住民

職員間や

有体制の整備

編：2.5.2.参

員の情報共有

害の情報を確

とともに、情報

じ、知識や経

どを含む広大

する必要があ

には大量の情

には、情報を

警戒情報、前

することが重

連携した情報

すべての住民

制を確立してお

民からの情報

どを平常時か

には住民からの

ネットの利用

報を不特定多

す。 

収集・伝達

面積を有す

情報共有体

民と連携し

や消防団な

備 

参照］ 

有体制構築

確実に収集・伝

報の収集・伝

経験等を共有

大な面積を有

あります。 

情報が錯綜す

を一括集約す

前兆現象など

重要です。 

報の共有 

民に確実に伝

おくことが重要

報を確実に収

から周知して

の電話等が殺

用が多い地域

多数の住民か

 

達に係る市町

する市町村は

体制を構築す

した情報共有

などとの情報

－22－

伝達し、警戒

伝達を行う人

有する体制を

有する市町村

することが考え

する窓口と土

避難勧告発

伝達されるよう

要です。 

収集するため

ておく必要が

殺到するため

域ではＨＰの

から収集すると

町村職員の

は支所、出

する。 

有体制を構

報共有体制

戒避難に活用

人員の体制整

を構築する必

村においては

えられるため

砂災害に関

発令の判断に

う、町内会、

めには地域住

あります。

め、広報窓口

の掲示板等を

とともに、行政

の人員体制を

出張所等に通

構築する。

制を構築する

用するために

整備が必要で

必要があります

は、各地区の

め、多くの有用

する専任の担

に係る情報は

自治会を基本

住民との連携

口等の設置が

を活用するこ

政の対応を住

を整備する

通信機器、

る。 

には、通信機

です。このよう

す。特に、平

の情報を共有

用な情報を漏

担当者を配

は速やかに市

本単位とした

携が不可欠で

が必要です。

ことにより、現

住民に伝達す

る。特に、

職員を配

機器の

うな体

平野部

有する

漏れな

置し、

市町村

た情報

であり、

 

現地の

するこ



 

2.4.3 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

情報の伝達

説】［資料編

情報の収集

土砂災害

テム等の予期

段を組み合

そのため

自動的に配

です。 

全市町村

災行政無線

を含め、防災

るようにする

段の活用や

とが必要です

 

さらに、よ

か、ツイッター

伝達すること

 

情報収集・伝

豪雨時に

の事例にお

生しています

も使えなくな

したがって

土砂災害

緊急速報

情報の収

市町村内

達手段の整備

編：2.5.3.～

集・伝達手段 

害に関する情

期せぬトラブ

わせることが

に、防災行政

配信されるタイ

村の約７５％に

線が整備され

災行政無線を

る必要がありま

や、人的ネット

す。 

より多くの受け

ー等の SNS

とも重要です

伝達手段の多

には災害の発

おいても土砂

す。また、広域

なり、一般的な

て、情報の確

害に関する

報メール等

収集・伝達

内の各地域

備 

～2.5.6参照

情報を住民等

ブル等がある

が重要です。

政無線や緊急

イプの伝達手

においては市

ています。現

を活用し土砂

ます。その際

トワークによる

け手により詳細

や地上デジ

す。 

多重化及び停

発生により、ラ

災害の発生

域の停電で

な通信手段が

確実な収集・

る情報の確実

等のPUSH型

達手段の多重

域の特徴に即

－23－

照］ 

等に広く確実

ことも想定し

急速報メール

手段である PU

市町村から住

現地の職員と

砂災害の危険

際、サイレンや

る伝達、緊急

細に情報を伝

ジタル放送、

停電対策 

ライフラインに

生により、広域

は携帯電話

が使えなくな

伝達のため

実な収集・

型伝達手段を

重化及び停

即した情報

に伝達するた

し、共通の情報

ル等、情報の

USH 型の伝

住民へ情報を

との通信が可

険がある住民

や半鐘など降

急速報メール

伝達するため

ＣＡＴＶなどの

に著しい影響

域にわたって

話の中継局が

なることがありま

めには、衛星

伝達のため

を活用する

停電対策を図

報の収集・伝

ため、また、停

報を可能な限

の受け手側に

伝達手段を活

を一斉に伝達

可能な移動系

民に確実に情

降雨時でも聞

ルの活用等、

め、PUSH 型

の通信手段を

響を与えること

て停電と固定

が作動しなくな

ます。 

系の通信シ

め、防災行

る。 

図る。 

伝達手段を構

停電や機器

限り多様な伝

に、必要な情

活用することが

達する同報系

系の防災無線

情報の伝達が

聞き取りやす

幅広く検討す

型に加え、ＨＰ

を活用して情

とがあります。

定電話の不通

なるため携帯

システム（衛星

行政無線や

構築する。 

器・シス

伝達手

情報が

が有効

系の防

線など

が行え

すい手

するこ

Ｐのほ

情報を

。過去

通が発

帯電話

星携帯
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電話）等を活用した通信手段の多重化を図る必要があります。 

また、停電が発生すると多くの通信機器は使用できなくなるため、自家発電装置を庁

舎、避難場所等に設置し停電時にも通信手段が機能するよう図ることが必要です。 

 

③地域の特徴に即した情報の収集・伝達手段の構築 

確実な情報の収集・伝達にあたっては伝達量、速度、正確性、範囲、信頼性などを考

慮し、市町村内の各地域の特徴に併せて適切な手段を整備することが必要です。 

防災行政無線の屋外スピーカーは著しい大雨時に聞こえにくいなどの問題もあります。

防災無線の戸別受信機、ＦＡＸ、携帯電話による配信等を活用し土砂災害発生の危険

性を確実に伝達できるような検討も必要です。 

また、インターネットの人口普及率は約 83％（平成 28 年版情報通信白書）であることか

ら、特に平常時において、土砂災害に関する様々な情報を伝達する手段としてＨＰが有

効です。 

市町村のＨＰにおいては、土砂災害警戒区域、避難場所、前兆現象、災害発生情報、

避難場所の開設状況、避難勧告等、警戒避難のための留意事項などの情報を掲載する

必要があります。都道府県などから入手した雨量情報、土砂災害警戒情報などは市町村

内の住民によりわかりやすい形で掲載することも重要です。 

さらに、ＨＰに防災情報を掲載していることについては広報誌などを通じて積極的にＰ

Ｒを実施することが必要です。 

 

  



 

2.5 

2.5.1 

 

 

 

 

【解 

① 

a

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難勧告等

避難勧告等

説】［資料編

避難勧告等

市町村長

かりやすい基

設定した基

となる集会所

 

a) 土砂災害

土砂災

長が防災

に、県と気

また、土

性の分か

険度情報

これら土

考えられま

土砂災害

し、市町

等の発令基

等の発令基準

編：2.6参照

等の発令基準

長が的確に躊

基準を設定す

基準につい

所等への掲示

害警戒情報・

災害警戒情報

災活動や住民

気象台が共同

土砂災害警戒

かる補足情報

報」（土砂災害

土砂災害警

ます。 

害警戒情報

町村地域防

基準の設定

準の設定 

照］ 

準の設定に際

躊躇なく避難

することが重要

ては、土砂災

示等により、住

土砂災害に

報は、大雨に

民等への避難

同で発表する

戒情報の発

報として、群馬

害に関するメッ

戒情報の発

報や前兆現象

防災計画に掲

－25－

際して参考とな

難勧告等を発

要です。 

災害ハザード

住民に周知す

関するメッシ

による土砂災害

難勧告等の対

るものです。

発表と併せて

馬県ＨＰにて

ッシュ情報）の

発表等を避難

象等を用い

掲載すると

なる情報 

発令するため

ドマップや広

することが重

シュ情報を活

害発生の危

対応を適時適

、群馬県では

「群馬県土砂

の提供を行っ

難勧告等の発

いた客観的な

とともに、住

出典：「土

には、あらか

広報誌等への

重要です。 

用する 

険性が高まっ

適切に行える

はよりきめ細

砂災害警戒情

っています。

発令基準とし

な発令基準

住民に周知

土砂災害警戒避

かじめ具体的

の記載、避難

った時に、市

るよう支援する

細かな時間的

情報・土砂災

 

して設定する

準を設定

知する。 

避難ガイドライ

的でわ

難場所

市町村

るため

的切迫

災害危

ことが

イン」国土交通通省
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b) 前橋地方気象台が発表する防災気象情報を活用する 

土砂災害警戒情報や土砂災害に関するメッシュ情報の他、前橋地方気象台が発表

する下記防災気象情報についても、発令基準として設定するための情報として考えら

れます。 

①大雨注意報 

②大雨警報（土砂災害） 

③記録的短時間大雨情報 

④大雨特別警報（土砂災害） 

⑤警報級の可能性（平成 29 年度出水期から提供開始） 

なお、これらの防災気象情報のうち、①②については市町村単位で発表される情報、

③は記録的な大雨を観測したことを知らせる情報、④は広範囲に発表される情報であ

ることに留意する。これらの防災気象情報の意味等を十分理解した上で発表基準等の

設定の参考としてください。 

 

c) 雨量計で観測された降雨量を活用する 

県等が設置している雨量計により観測された時間雨量や連続雨量等を、発令基準

として設定することが考えられます。 

 

d) 前兆現象や周辺の災害情報を活用する 

現地で確認された前兆現象や周辺地域における災害発生情報をもとに発令するこ

とが考えられます。 

 

② 避難勧告等の発令基準の設定 

市町村は、土砂災害における避難勧告等の判断基準について、①を参考に定めるも

のとします。基準の設定に当たっては、住民、特に要配慮者の避難に関する時間につい

て十分に考慮するとともに、実際の発令に当たっては発令基準を基に砂防関連機関や

気象台からの情報を確認し、向こう短時間の気象予測や土砂災害危険箇所等の巡視報

告等も踏まえて総合的に判断することが重要です。 

また、実際に避難勧告等を発令する際には、大雨時の避難そのものに危険が伴うこと

等を考慮し、台風等による大雨や暴風の襲来が予測される場合には十分早期に発令す

るなど、臨機応変な対応が求められます。 

  



 

2.5.2 

 

 

 

 

【解 

見

 

専門家等の

説】 

避難勧告等

を聞き、助言

避難勧告

有する専

の助言体制 

等を発令する

言を受けること

告等を的確

専門家等の

にあたっては

とも有効です

 

確に発令でき

の助言を活用

－27－

は、必要に応

す。 

きるよう、

用する。

応じて土砂災

土砂災害に

災害に関する

に関する専

る専門家等か

専門知識を

から意



 

2.6 

2.6.1 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

 

要配慮者へ

土砂災害警

説】［資料編

要配慮者利

市町村は

等避難開始

避難時には

おくなどして

 

要配慮者利

市町村は

管理者に対

識の高揚を

構築する際

 

要配慮者

避難勧告

避難体制

要配慮者

を実施す

への（平常時

警戒区域内の

編：2.7.1参

利用施設への

は、雨量情報

始、避難勧告等

は施設の要配

て、要配慮者

利用施設の管

は、防災部局

対して説明会等

図ったり、施

に助言等を行

者利用施設

告等の情報

制を確立す

者利用施設

する。 

時）支援 

の要配慮者利

参照］ 

の避難支援

報、避難場所

等を当該施設

配慮者が早め

関連施設の

管理者等への

、福祉部局等

等を開催する

施設管理者等

行うことが重

 

設に対して、

報の伝達方法

することを支

設の管理者、

－28－

利用施設へ

所・避難経路、

設に提供す

めに避難でき

警戒避難体

の支援 

等が必要に応

ることにより、

等が、土砂災

要です。 

土砂災害

法を定める

支援する。

施設の防

への避難支援

、土砂災害警

るため、情報

きるよう病院施

体制を支援す

応じて調整・

土砂災害に

災害に対する

害に関する情

るとともに、

 

防災責任者等

援 

警戒情報、避

報の伝達方法

施設等との連

することが重要

・連携し要配

に関する知識

る警戒避難体

情報、予報及

施設管理

等に対して

避難準備・高

法を定めると

連携を予め図

要です。 

配慮者利用施

識の向上や防

体制（避難計

及び警報、

理者が警戒

て説明会等

高齢者

ともに、

図って

施設の

防災意

画）を
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土砂災害防止法第八条において、市町村が行う警戒避難体制の整備は以下のように規定されています。 

（赤字が要配慮者利用施設に関する事項） 

 

（警戒避難体制の整備等） 

第八条 市町村防災会議（災害対策基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）第十六条第一項 の市町

 村防災会議をいい、これを設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）

 は、前条第一項の規定による警戒区域の指定があったときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第

 一項の市町村地域防災計画をいう。以下この条において同じ。）において、当該警戒区域ごとに、次 

 に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関する事項 

 二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

 三 災害対策基本法第四十八条第一項 の防災訓練として市町村長が行う土砂災害に係る避難訓練の実 

  施に関する事項 

 四 警戒区域内に、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮

を要する者が利用する施設をいう。以下同じ）であって、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場

合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認

められるものがある場合にあっては、当該配慮者利用施設の名称及び所在地 

 五 救助に関する事項 

 六 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関

  する事項 

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に掲げる事項を定める

 ときは、当該市町村地域防災計画において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要

配者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保するため、同項第一号に掲げる事項と 

 して土砂災害に関する情報、予報及び警報の伝達に関する事項を定めるものとする。 

３ 警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画に基づき、国土交通省令で定めるとこ

 ろにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な 

 警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布

 その他の必要な措置を講じなければならない。 
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【解 

① 

② 

 

在宅の要配

説】［資料編

在宅の要配

平成 16～

者です。 

このため、

要配慮者に

緊急時の

るとともに、土

に際しては、

迅速に避難

また、自主

 

在宅の要配

在宅の要

局が連携し

宅の要配慮

の避難支援

防災関係

難支援体

者が、避

町村に伝

在宅の要

福祉部局

要配慮者

祉関係者

介護福祉

に関する

配慮者への避

編P41：2.7.

配慮者への避

～18 年にお

、防災関係部

に対する避難

の避難場所・避

土砂災害に関

、緊急車両な

難場所へ避難

主防災組織や

配慮者情報の

要配慮者情報

情報の共有

慮者リストを作

援を円滑に行

係部局と福

体制を確立

避難時に支

伝える意識

要配慮者の

局との連携

者に対する

者等を通じ

祉士や民生

る説明会等

避難支援 

2参照］ 

避難支援 

おける土砂災

部局と福祉関

支援の体制

避難経路等

関する情報

などによる移動

難させることが

や地区の民生

の共有 

報について、個

有を図る必要

作成し、自主防

うことができま

 

福祉関係部局

立する。また

支援を要する

識を持つよう

の情報につい

携により情報

避難勧告等

じて、要配慮

生委員等を対

等を実施する

－30－

災害の死者・行

関係部局が連

を整備する必

等を、家族や

（避難準備情

動手段の確

が必要です。

生委員、隣近

個人情報保護

があります。

防災組織のリ

ます。 

局が連携し

た、自力で

る旨を自発

う、土砂災害

いて、個人

報共有を図

等について

慮者や避難

対象として

る。 

行方不明者の

連携して、自

必要がありま

自主防災組

情報、避難勧

保を図る等、

近所の住民に

護に十分留

防災部局は

リーダー等に

し、在宅の要

での避難が困

発的に前もっ

害に対する

人情報保護に

図る。 

て、消防団、

難支援者に確

て、在宅の要

の 63％が高

自力での避難

ます。 

織等の避難

勧告等）を確実

、在宅の要配

による声かけ

意しつつ、福

は、避難時に

に情報提供す

要配慮者に

困難な在宅

って避難支

る意識の向上

に十分留意

自主防災

確実に伝達

要配慮者の

高齢者等の要

難が困難な在

難支援者に周

実に伝達し、

配慮者を安全

け等も重要です

福祉部局と防

に支援が必要

することで、緊

に対する避

宅の要配慮

支援者や市

上を図る。 

意しつつ、

災組織、福

達する。 

の避難支援

要配慮

在宅の

周知す

、避難

全かつ

す。 

防災部

要な在

緊急時



 

③ 

④ 

 

2.6.3 

 

 

 

 

 

 

【解 

土

要配

分な連

ど、警

 

 

 

要配慮者等

安全な状

る場合には

の措置が重

要配慮者等

対しても、要

す。 

 

介護福祉士

日頃から在

が発令された

し、知識の向

 

要配慮者利

説】 

砂災害に対

慮者利用施

連携及び調

警戒避難体制

要配慮者

砂災害に

備する。

よる避難

等に対する避

状況下で要配

日没前に避

重要となります

等に避難勧告

要配慮者等に

士、民生委員等

在宅の要配

た場合の要

向上や防災意

利用施設を保

対して、要配慮

施設が土砂災

調整を図った上

制と一体とな

者利用施設

に対して危

また、避

難場所の安

難勧告の発

配慮者が避難

避難を完了で

す。市町村は

告を確実に伝

に対して避難

等への説明会

慮者に接して

配慮者に対

意識の高揚を

保全する砂防

慮者利用施設

災害に対して

上で、要配慮

った取り組み

 

設の土砂災害

危険な箇所に

避難場所の管

安全性確保も

－31－

発令及び伝達

難できるように

できるよう要配

は、消防団、

伝達する必要

難勧告が発令

会 

ている介護福

対する避難支

を図ることが重

防施設整備

設の安全性を

て危険な箇所

慮者利用施設

みを進める必

害に対する

に立地する

管理者が自

も考慮する

達 

にするため、

配慮者等に対

自主防災組

要があります。

令されている

福祉士や民生

支援及び土砂

重要です。

を確保するこ

所に立地して

設を保全する

必要があります

る安全性を確

る施設を保全

自ら対策施設

る。 

避難が夜間

対して避難勧

織、福祉関係

。また、要配

ることを伝達す

生委員等に対

砂災害に関す

ことは施設管

いる場合には

る砂防施設整

す。 

確認したう

全する砂防

設を整備す

間になると予想

勧告を発令す

係者等を通

配慮者関連施

することが必

対し、避難勧

する説明会を

管理者の責務

は、関係機関

整備に取り組

うえで、土

防施設を整

することに

想され

する等

じて、

施設に

必要で

勧告等

を実施

務です。

関と十

組むな



 

2.7 

2.7.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

ちろ

す

とい

努

① 

 

② 

防災意識の

住民の土砂

説】［資料編

住民は、土砂

ろんのこと、行

。 

このため、平

いう意識をも

また、土砂災

力」により情

 

広報活動等

土砂災害

もと、講習会

点検などの実

県や国が

す。 

また、ＨＰ

有効に活用

することがで

行政と住民の

土砂災害

土砂災害

動を進め

土砂災害

を積極的

住民が、

の活動に

て、コミ

の向上 

砂災害に対す

編：2.8.1参

砂災害の危険

行政の情報

平常時より土砂

つことが重要

災害について

報共有を図

等の推進 

害防止月間(6

会、見学会等

実施により、

が土砂災害に

Ｐは住民が常

用することで、

できます。また

の対話 

害に関する説

害防止月間

めるととも

害に関する

的に行う。

いざとい

において土

ミュニティ

する防災意識

参照］ 

険性が高まっ

を待たずに前

砂災害に対

要です。 

て共通認識に

り、地域の防

6/1～6/30)等

等の実施や土

土砂災害に

に関する出前

常時閲覧でき

土砂災害に

た、市町村広

説明会や防災

間をはじめ、

に、防災意

説明会や防

 

いうときの防

土砂災害に対

ーとしての

－32－

識の向上 

った場合には

前兆現象等

対する認識を深

に立って、行

防災力を向上

等における取

土砂災害危険

に対する住民

前講座を用意

きる情報提供

に関する基礎

広報誌の紙面

災訓練等の機

日頃から

意識の向上

防災訓練等

防災のため

対する対策

のつながり

は、避難勧告

の把握等に

深めることや

行政側の「知

上していく必要

取り組みとして

険箇所及び避

の防災意識

意しているの

供手段です。

礎知識や避難

面を活用した広

機会等におい

ら県や関係機

上を図る。

等の機会を通

め、日頃より

策を話し合う

を深める。

告等に従って

より自ら避難

や、「自らの地

らせる努力」

要があります

て、県や関係

避難場所・避

を高めること

ので、それら

市町村の防

難所等の周知

広報も有効で

いて、一方的

機関と連携

通じ、住民

り自治会や

うことなど

 

て避難するこ

難することも重

地域は自らで

」と住民側の

す。 

係機関との連

避難経路等の

とができます。

らの活用が有

防災関連ペー

知を効果的に

です。 

的に行政が住

携し広報活

民との対話

や町内会等

どを通じ

とはも

重要で

守る。」

「知る

連携の

の合同

。 

有効で

ージを

に実施

住民へ



－33－ 

 

情報を提供するのではなく、行政と住民が双方で積極的に対話を行い、土砂災害につ

いて共通認識を持つことが重要です。 

この認識の上で、行政と住民がそれぞれの役割分担に基づき、警戒避難体制を構築

することが重要です。 

 

③ 自主防災組織づくりの推進 

町内会や自治会等の活動を通じて、日頃から住民同士の交流を活発にし、災害時に

機能する組織づくりを行うことが、土砂災害に対する備えとして極めて重要となります。 

市町村は、自主防災組織が災害時に有効な活動ができるよう、組織づくりからその運

営、活動全般にわたって支援する必要があります。 

 

④ 防災リーダーの育成 

自主防災組織の活動をより強化し、継続させるためには、その地区（自主防災組織）の

担い手となる人づくり（防災リーダーの育成）を継続的に行うが重要です。地区の防災リ

ーダーには、自助、共助の役割の中心となって自主防災組織を牽引することが期待され

ます。専門家を講師とした講習会等によって防災リーダーの育成を図るほか、「防災エキ

スパート」や「防災士」等の制度を活用することが効果的です。 

 

  



 

2.7.2 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

③ 

防災訓練・

説】［資料編

目的意識を

防災訓練

警戒避難に

を通じて明ら

は毎年出水

訓練の内

自衛隊、都道

効性のある訓

する情報の伝

支援等、実際

 

児童・生徒へ

次世代の

施する必要

練を実施した

みも必要です

 

防災担当者

避難勧告

等は研修や

町村長が自

さらに、住

が住民と直接

定期的に

防災意識

小中学生

防災担当

講習会等

・防災教育 

編:2.8.2.～

はっきりした

練の実施にあ

に係る方法や

らかになった

水期前に実施

内容は、要配慮

道府県、国、

訓練とする必

伝達、避難勧

際の土砂災害

への防災教育

の地域防災の

があります。

たり、教育プ

す。 

者等への防災

告等の発令を

や講習会等に

ら防災意識

住民と行政が

接対話するこ

に防災訓練

識の向上を

生を対象と

当者等は自

等へ積極的

～2.8.3.参照

防災訓練の

あたっては、地

や体制の点検

た課題等につ

施するとともに

慮者を含む住

その他関係

必要がありま

勧告の発令、

害発生を想定

育 

の担い手とな

小中学校や

プログラムに「

災研修 

を的確な判断

に参加して防

を高めること

が連携して警

ことが大切で

練を行うとと

を図って警戒

した防災教

らの防災知

的に参加する

－34－

照］ 

の実施 

地域の被災経

検をするための

ついて早急に

に、継続した取

住民参加を基

係機関等と連

ます。また、訓

、避難場所の

定した内容と

なる児童・生徒

や教育委員会

防災」を組み

断のもとで行

防災意識・防災

とが重要です

警戒避難体制

であり、コミュニ

ともに住民

戒避難に係

教育を積極

知識を高め

る。 

経験や他市町

の訓練メニュ

に対策を施す

取り組みとす

基本とし、自

連携するととも

訓練実施項目

の開設、住民

とすることが重

徒を対象に、

会と協力し、総

み込むなど、

うために、市

災知識を高め

す。 

制を整備する

ニケーション技

民主体の防災

係る方法や体

極的に推進す

めるために、

町村の災害

ューを組み込

すことが重要で

することが重要

主防災組織

もに、夜間・休

目については

民の避難、要

重要です。 

早い段階か

総合学習の一

自助・共助の

市町村防災担

めることが必

るには、市町

技術の習得も

災訓練等を

体制の点検

する。 

防災に係

実態等を踏

込むとともに、

です。こうした

要です。 

織、消防団、警

休日の実施等

は、土砂災害

要配慮者への

から防災教育

一環として防

の心を育む取

担当者、消防

必要です。また

町村の防災担

も重要です。

を支援し、

検を行う。 

係る研修・

まえ、

、訓練

た訓練

警察、

等、実

害に関

の避難

育を実

防災訓

取り組

防団員

た、市

担当者

。 



 

2.7.3 

 

 

 

 

 

 

【解 

①「住

けで

難

に

・地

ます

した

気

地

ので

・地

兆

もの

意

に

命

・自

令

「住民主体

説】［資料編

住民主体の土

土砂災害か

でなく、地域

体制を構築

行政ではな

は、以下のよ

 

地域の異変に

一般的に住

す。しかし、土

た小さな範囲

付きやすいの

域住民自ら

です。 

地域の危険箇

土砂災害発

現象は一般

のまで様々で

箇所をよく知

、地域に住ま

を守る避難を

自ら取り決め

風水害を中

されても避難

土砂災害

周知する

に支援す

体の土砂災害

編：2.8.4.参

土砂災害警戒

からの犠牲者

域の異変に住

し、命を守る

く、住民自ら

ような理由が

に最も気付き

住民は災害発

土砂災害は集

囲の異変を行

のは、その地

が、こうした異

箇所・要注意

発生前には、そ

般的にその発

です。そして

知っているの

まわれている

を行うことがで

めた避難ルー

心とした住民

難をしない住

害警戒区域

るとともに

することで

害警戒避難体

参照］ 

戒避難体制構

ゼロを達成す

住民自らが気

るための避難

らが地域の異

あります。 

きやすいのは

発生危険時に

集中豪雨な

行政が逐一把

地域に住まわ

異変にいち早

意箇所を知っ

その発生を知

生が確認され

て、その地で発

のは、その地域

るからこそ身に

できるのです

ールで避難行

民避難に関す

住民の実態が

域等や市町村

に、住民主体

で、住民の防

－35－

体制構築」の

構築」のすす

するためには

気付いて自主

難体制を強化

異変に気付い

は、その地に

には、行政か

どによっても

把握すること

われている住

早く気付き避

ているのは住

知らせる前兆

れているもの

発生しやすい

域に長く住ま

に付いた知見

す。 

行動を促進 

するこれまで

が明らかにな

村が指定し

体の土砂災

防災意識の

すすめ 

すめ 

は、行政から

主避難を行う

化することが求

いて自主避難

住んでいる住

から何らかの情

もたらされる局

は困難です

民自身なの

避難に活かす

住民自身 

兆現象( 予兆

のから、ある地

い予兆現象

まわれている

見を「地域の

での調査・研

っています。

した避難場所

災害警戒避難

の向上を図る

の情報に従

住民主体の

求められます

難を行う仕組

住民自身 

情報が出てく

局所性の高い

。一方で、こ

です。土砂災

すことで、命を

兆現象) が多

地域や場所で

など、地域の

る住民自身な

の知恵」として

研究によると、

いざという時

所等の情報

難体制構築

る。 

従って避難を行

の土砂災害警

。 

組みを導入す

くるものと考え

い災害であり

こうした異変に

災害の危険が

を守ることがで

多く見られます

で発生する特

の危険箇所

なのです。こ

て共有するこ

避難勧告等

時には行政か

報を住民に

築を積極的

行うだ

警戒避

するの

えてい

り、こう

に最も

がある

できる

す。予

特有の

・要注

のよう

ことで、

等が発

からの



 

情

一

てい

を促

重

それ

化

迫

発

との

民懇

 

 

 

 

 

 

 

 

②住

定

組

を平

ます

活

報を期待して

方で、自ら取

います。自分

促す要因にも

 

土砂災害か

要ですし、住

れを避難の

していくことが

なお、住民主

られる状況に

生していない

の議論を通し

懇談会を開催

 

民主体の土

群馬県では

し「住民主体

モデル地区

の進め方の

平成 28 年 3

すので是非ご

また、群馬県

用下さい。 

住

ている住民も

取り決めたル

分たちで取り

もなるのです

からの犠牲者

住民が主体と

きっかけとし

ができるので

主体の土砂災

において俄仕

い平時にこそ

して地域の危

催して、土砂

砂災害警戒

、これまで、

体の土砂災害

区での取組を

ノウハウをま

3 月に作成し

ご活用下さい

県では波及の

住民懇談会のイ

も、その情報を

ルールや、ご近

決めた地域

す。 

ゼロを達成す

となった避難

して避難体制

です。  

災害警戒避難

仕立てで出来

そ、その整備

危険箇所等の

砂災害警戒避

戒避難体制構

土砂災害警

害警戒避難体

市町村職員

まとめた、「住

し、土砂災害警

い。 

のためのさま

イメージ 
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を基に全ての

近所からの避

域のルールとし

するためには

難体制も重要

制を多重化す

難体制は、土

来上がるもの

備を進めてい

の把握や自主

避難体制の取

構築のための

警戒区域等を

体制構築」の

が主体となり

住民主体の土

警戒区域等

まざまな支援策

 

の人が避難行

避難勧誘には

しての自主避

は、行政からの

要です。このよ

することで、命

土砂災害発生

のではありま

く必要があり

主避難基準等

取りまとめを行

の県の支援

を抱える全 27

の取組を行っ

り他地区へ波

土砂災害警戒

を抱える全 2

策を検討・実

地域独

行動に移る訳

は応じる人が

避難基準が、

の情報を活用

ように土砂災

命を守るため

生危険時など

せん。そのた

ります。またそ

等を決めてい

行っていくこと

7 市町村で、

てきました。 

波及するため

戒避難体制構

27 市町村に

実施していきま

独自の自主避難

訳ではないの

が多いことも分

住民の避難

用した避難体

災害の特徴を

めの避難体制

ど、その必要

ため、土砂災

その際には、

いく必要があ

とが有効です

、モデル地区

めの支援として

構築運営の手

に配布・説明し

ますので、是

難計画のイメージ

のです。

分かっ

難行動

体制も

を知り、

制を強

要性が

災害の

、住民

あり、住

す。 

区を選

て、取

手引き」

してい

是非ご

ジ 



 

第3章

3.1 

 

 

 

 

 

 

【解 

段

性

の行

 

 

章 注意体

注意体制時

説】［資料編

注意体制は

階である警戒

このため、注

を判断するた

事前に設定

行動を明確

 

情報の入手

必要な情

入手先や担

また、警戒

へ報告する

確認した場合

なお、土砂

 

土砂災害

る気象情

ュアルに

記載する

体制時の

時の情報収

編：3.1.1.参

は、防災体制の

戒体制を配備

注意体制時に

ために重要と

定した警戒体

に記載しまし

手及び伝達 

情報を漏れな

担当者、インタ

戒体制への移

こととし、避難

合についても

砂災害情報や

害の危険性

情報、避難

に記載する

る。 

対応 

収集・伝達 

参照］ 

の第一段階

備する必要が

における情報

となります。

制の配備の

しょう。 

く収集するた

ターネットの U

移行の目安

難情報が発表

も、直ちに総

や、記録的短

 

性の高まりに

難情報、その

。また、入
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です。その後

があります。

報収集は、次

目安になる情

ために、情報

URL などを具

となる情報を

表された場合

総括責任者に

短時間大雨情

に対して迅

の他の情報

入手した情

後の気象状況

次の段階であ

情報を確実に

報収集すべき

具体的に記載

を入手した場

合や被害が及

に報告すること

情報等の入手

迅速に対応す

報の入手先を

情報の伝達等

況や避難情報

ある警戒体制

に入手するた

項目につい

載しておきま

場合は、速や

及ぶおそれの

とについて記

手先も整理し

するために

をとりまと

等について

報によっては

制へ移行する

ため、注意体

て整理し、情

ましょう。 

やかに総括責

のある災害情

記載しましょう

しておきましょ

に、収集す

とめ、マニ

て検討し、

は第二

る必要

体制時

情報の

責任者

情報を

う。 

ょう。 



 

3.2 

 

 

 

 

 

【解 

 

［

 

土砂災害の

説】 

土砂災害の

資料編：3.

前兆現象

チェックリ

た場合は、総

ついて記載

 

土砂災害

所におけ

記載する

の前兆現象

の前兆現象等

2.1.参照］

象を確認するチ

リストに基づき

総括責任者

しましょう。 

害の危険性

ける前兆現

る。 

象等の確認

等の確認 

 

チェックリスト

き、被害の及

に連絡すると

 

性の高まりに

現象のチェッ
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トを作成して

及ぶおそれが

とともに、消

に対して迅

ックリスト

おきましょう。

がある土砂災

防署、市町村

迅速に対応す

トをとりまと

。 

災害の前兆現

村担当課等へ

するために

とめ、マニ

現象が見受け

へ通報する

に、危険箇

ニュアルに

けられ

ことに
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4.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

 

② 

 

章 警戒避

避難勧告・

説】［資料編

迅速かつ的

土砂災害

合には、下記

なお、孤立

等は、早めに

 

◆土砂災害

◆その箇所に

◆自主防災組

◆避難勧告発

◆避難場所

避難勧告等

避難勧告

か、地域特性

量も考慮しな

台風や集

土砂災害

る補足情

る箇所

定し、そ

照)に対

避難体制

避難指示等

編：4.1.参照

的確な避難勧

害発生の危険

記について必

立化が懸念さ

に発令する等

が発生するお

に位置する避

組織、消防団

発令のタイミン

の開設、避難

等の伝達内容

告等の伝達を

性等に応じ必

ながら、伝達

集中豪雨等

害警戒情報

情報、前兆

（降雨等に

その箇所に

して、的確

時の対応

等の発令 

照］ 

勧告の発令 

険度が地域防

必要な措置を

される地域や

等の対応が必

おそれのある箇

避難単位の確認

団、警察等との

ング（地域防災

難経路の安全性

容［資料編：

を迅速かつ的

必要な情報を

達例文やひな

 

等により、土

報及び土砂災

兆現象等をも

により土砂災

に係る避難単

確に避難勧

－39－

応 

防災計画に定

をとり、速やか

や避難場所ま

必要となります

箇所の特定 

認 

の避難誘導・支

災計画の発令

性 等 

4.1.4.参照

的確に実施す

を加え、かつ

な形を作成して

土砂災害発

災害発生の

もとに、土

災害発生の

単位(「2.2 

勧告等を発令

定めた避難勧

かに避難勧告

までの距離が

す。 

支援等に係る連

令基準を基本と

照］ 

するため、あら

つ、住民が短時

ておきます。

発生の危険性

の切迫性や危

土砂災害が発

の危険性が高

避難を要す

令する。 

勧告等の発令

告等を発令し

が遠い地域に

連絡調整 

とする） 

らかじめ伝達

時間に内容を

 

性が高まっ

危険度の推

発生するお

高まった箇

する区域の

令基準に達し

します。 

に対する避難

達すべき事項

を認識できる

った場合、

推移がわか

おそれのあ

箇所）を特

の設定」参

した場

難勧告

項のほ

る情報
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※災害対策基本法の一部改正による「警戒避難体制」の修正点 

 屋内での退避等の安全確保措置について 

平成 25 年 6 月の災害対策基本法の一部改正により、従来の避難場所への避難だけで

はなく、家屋内にとどまって安全を確保することも「避難行動」の 1 つとして含まれることにな

ります。 

平地を流れる小河川の洪水氾濫等、水深の浅い浸水といった事象に対しては、住民は

洪水ハザードマップをもとに、立ち退き避難が必要な場所なのか、上階への移動等の屋内

安全確保で命の危険を脅かされる可能性がない場所なのかをあらかじめ確認・認識してお

き、避難勧告等が発令された場合に、迷わず避難行動がとれるようにする必要があります。 

避難勧告等は立ち退き避難が必要な区域を示して勧告したり、屋内安全確保の区域を

示して発令するのではなく、被災の可能性がある範囲全体を対象にする必要があります。 

 

 災害発生の危険性を分析・判断する際の助言 

平成 25 年 6 月の災害対策基本法の一部改正により、市町村長が避難勧告等の判断に

際し、指定行政機関や都道府県等に助言を求めることができることとなりました。これらの機

関は、リアルタイムのデータを保有しており、地域における各種災害の専門的知見を有して

いることから、災害発生の危険性が高まった場合など、躊躇することなく助言を求めることは

非常に有益です。 

また、これらの機関から能動的に助言があった場合には、これらの機関が専門的見地か

ら尋常でない危機感を抱いているということであり、重要な判断材料となりうることに留意す

る必要があります。 

 

助言を求めることのできる対象機関 

 

【土砂災害関係】国土交通省砂防所管事務所、群馬県・土木事務所等 

 

【気象、地震】前橋地方気象台 

  



 

4.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

① 

② 

③ 

避難勧告等

説】［資料編

確実な避難

避難勧告

なければなり

れるため、屋

そのため

ップで放送し

なお、各報

結することな

 

共助による避

避難勧告

からの防災意

難する気にさ

普段から付

の呼びかけ等

 

避難勧告等

住民の円

等を活用し、

 

 

避難勧告

CATV、

住民へ伝

士による

とにより

避難勧告

するとと

等の伝達 

編：4.2.1.～

難勧告情報の

告等の発令に

りません。避

屋外スピーカ

、防災行政無

してもらうよう

報道機関と避

などにより、テ

避難する意識

告等を発令し

意識の向上

させる働きか

付き合いのあ

等、住民の避

等の重要性の

円滑な避難を

、避難勧告等

告等の住民

ＦＭ放送、

伝わるよう

る直接の声

り、確実に

告等発令後

ともに、今

～4.2.2.参照

伝達 

にあたっては

難勧告等が

ーや広報車

無線を基本と

要請すること

避難勧告等を

テレビ等を通じ

識の誘発 

しても避難す

に関する取り

かけ”が重要で

ある隣近所の

避難につなが

の理解 

を促すために

等の内容及び

民への伝達に

テレビでの

徹底する。

声かけ、市町

に伝達する。

後の避難状況

今後の対策を

－41－

照］ 

は、対象となる

が発令される状

車による情報伝

としつつ、携

と等、情報伝

を発令した場

じた情報の伝

る住民が少

り組みが基本

です。 

の住民同士や

がる呼びかけ

に、土砂災害

び重要性を住

には、防災

のテロップ

また、自

町村長自ら

 

況を検証し

を検討する

る住民全てに

状況として、著

伝達だけでは

携帯電話、CA

伝達には万全

場合の緊急放

伝達を円滑に

ないというケ

本ですが、緊

や消防団か

け、働きかけが

防止講習会

住民に周知す

災行政無線等

プ放送等を

自主防災組織

らの呼びかけ

し、避難しな

る。 

にその情報が

著しい大雨時

は不十分な場

ATV、ＦＭ放

全を期する必

放送に関する

に行うことがで

ケースが多くみ

緊急時におい

らの声かけや

が重要です。

会や土砂災害

する必要があ

等の他、携

通じ、情報

織や隣近所

け等も併せ

ない人の理

が確実に伝達

時や夜間も想

場合がありま

放送、テレビの

要があります

る協定を事前

できます。 

みられます。

いては、住民

や、市町村長

。 

害に関する説

あります。 

携帯電話、

報が確実に

所の住民同

せて行うこ

理由を分析

達され

想定さ

ます。 

のテロ

す。 

前に締

日頃

民を“避

長自ら

説明会
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④ 避難状況の検証 

避難勧告等発令後には、避難場所等において、避難勧告等発令に至った経緯（気象

状況、土砂災害発生の有無等）を住民に説明し、次の避難行動への理解を深めることが

重要です。 

また、各避難場所の避難者リストをもとに、避難しなかった人について、その理由を分

析し、今後の対策を検討することも重要です。この検討にあたっては、アンケート等を実

施し、地区名、年齢、過去の災害経験、土砂災害に対する認識、避難勧告の受け止め

方、等について整理することが有効です。 

 

  



 

4.3 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

 

 

要配慮者へ

説】 

在宅の要配

近年の犠

所までの移動

また、安全

没前に避難

す。早い段階

 

土砂災害

慮者がい

になりそ

者等に避

設管理者

への避難支

配慮者等への

犠牲者の半数

動時間及び避

全な状況下で

難を完了できる

階であれば、

害が発生す

いる場合、

そうな場合

避難勧告を

者に同様の

支援 

の早めの避難

数以上は要配

避難方法等

で避難するた

るよう要配慮

市町村職員

 

するおそれの

その避難行

合において、

を発令する。

の情報を伝達
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難勧告 

配慮者です。

等を考慮し、避

ために、避難

慮者等に避難

員等の支援も

のある箇所

行動の困難

日没前に

また、要

達する。 

要配慮者の

避難を早期に

難が夜間にな

難勧告を発令

も可能になりま

所に係る避難

難性を考慮し

に避難を完了

要配慮者利用

被災を防ぐた

に完了させる

なると予想され

令する等の措

ます。 

難単位に在

し、特に避

了できるよ

用施設に対

ためには、避

る必要がありま

れる場合には

措置が重要と

在宅の要配

避難が夜間

よう要配慮

対しては施

避難場

ます。 

は、日

なりま



 

4.4 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

事

なっ

生

サ

置

 

避難行動と

説】 

災害発生後

例があります

っている時に

防災活動中

有無の監視

ーの設置等

また、必要に

を行う必要が

 

災害発生

とから、

また、必

現地状況

ら、土砂

と二次災害防

後の防災活動

す。土砂災害

にも発生する

中の土砂災害

視、前兆現象

による安全確

に応じて、土

があります。 

生後の防災

監視員の

必要に応じ

況の見廻り

砂災害の特

防止 

動において、

害は突発的に

る可能性があ

害による二次

の有無の確

確認体制を確

砂災害に関

 

災活動にあた

配置やセン

じて土砂災害

点検時等の

特徴に留意す
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消防団員等

に発生し、ま

あります。 

次災害を防止

確認等を行うと

確保する必要

関する専門家

たっては、

ンサー等を

害に関する

の防災活動

することが

等が土砂災害

た、降雨のピ

止するために、

とともに、土砂

要があります。

家の派遣を要

二次災害等

設置し、安

る専門家の派

動時における

が必要である

害に巻き込ま

ピーク時を過

、監視員の配

砂災害を検知

。 

請するなどし

等のおそれ

安全確保を徹

派遣を要請

る被災も多

る。 

まれ、犠牲とな

過ぎて小康状

配置による災

知するための

して適切な対

れがあるこ

徹底する。 

請する。 

多いことか

なった

状態に

災害発

のセン

対応処
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【解 

① 

② 

③ 

避難勧告等

説】［資料編

避難勧告等

土砂災害

等の解除は

気象台等

害警戒情報

クラック等の

確認する必要

 

現地の巡視

現地の巡

の場合は翌

 

土砂災害が

土砂災害

で確認する必

ついても安全

また、再度

全確保を図

ーの設置な

大雨警報

況及び現

現地状況

箇所にお

に、住民

を確認す

土砂災害

害のおそ

砂災害に

等の解除 

編：4.5.1参

等の解除にあ

害は、降雨が終

は慎重に判断

等からの気象

報の解除につ

の有無など）に

要があります

視・点検 

巡視・点検にあ

翌朝に点検を

が発生した箇所

害が発生した

必要がありま

全性を点検・

度災害防止の

図るため、警戒

どの対策等を

報や土砂災

現地状況を

況について

おいて土砂

民が避難場

する。 

害が発生し

それがなく

に関する専

参照］ 

たり留意すべ

終わった後し

断する必要があ

情報をもとに

ついて確認す

について巡視

す。 

あたっては、

行うなどの対

所の安全確認

た箇所につい

ます。また、避

・確認したうえ

のための施設

戒避難基準雨

を検討する必

災害警戒情報

を十分確認し

ては、消防団

砂災害の前兆

場所から帰宅

した箇所につ

なり、安全

専門家等の意

－45－

べき事項 

しばらくしてか

あります。 

に、今後まとま

することが必要

視・点検を行

巡視者の安

対応が必要で

認 

いては、その後

避難住民が避

えで、避難勧

設が整備され

雨量の見直

必要がありま

報の解除を

したうえで

団等による

兆現象等が

宅するため

ついては、

全であるこ

意見を参考

から発生する

まった降雨が

要です。また

行い、土砂災

安全確保に十

です。 

後の災害発

避難場所から

勧告等の解除

れるまでの間

しや、土砂災

ます。 

をひとつの目

で避難勧告等

る巡視・点検

がないことを

めの避難経路

現地で点検

ことを確認す

考にすること

るケースがある

が見込まれな

た、現地の状況

害の前兆現

十分注意する

生のおそれ

ら帰宅する際

除を行います

間の降雨時に

災害を検知す

目安として

等を解除す

検を行い、

を確認する

路について

検等を行い

する。この

とも有効で

るため、避難

ないことや、土

況（崩壊や新

現象等がない

るとともに、夜

れがないことを

際の道路状況

す。 

における住民

するためのセ

て、気象状

する。 

当該危険

るととも

ても安全性

い、二次災

の場合、土

である。 

難勧告

土砂災

新たな

ことを

夜間等

を現地

況等に

民の安

センサ
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④  避難勧告等の空振り時の対応 

避難勧告等を発令し、住民が避難場所へ避難したにもかかわらずがけ崩れ等の災害

に至らない（空振りする）ケースも考えられます。このため平常時から防災教育・学習や訓

練を通じて避難勧告等の発令判断の精度には限界があることや、早期避難の必要性を

認識してもらい、空振りのケースへの理解を得るとともに、さらなる防災意識の向上に努め

る必要があります。 

 

 

土砂災害警戒情報の解除の前提となる基準の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土砂災害警戒情報の解除は、以下の基準による事例が多い状況です 

 ○警戒情報を発表するための監視基準を下回った場合で、 

  かつ、短時間で再び発表基準を超過しないと予想される場合 

 ○大規模な土砂災害が発生した場合等には、上記の基準を下回っても、 

  降雨の実況、土壌の水の含み具合、および土砂災害の発生状況等基づいて 

  総合的な判断を適切に行う 



 

第5章

5.1 

 

 

 

 

 

 

 

【解 

難

退

この章

 指

  

 指

 

① 

② 

章 避難所

避難所の開

説】［資料編

土砂災害に

や、指定緊急

き避難や、そ

章における避

指定緊急避難

       

指 定 避 難

        

 自主防災組

避難所の

ります。また

民の避難開

ます。 

このため、

ら運営までの

所の開設・運

構築すること

 

 避難所の開

避難所を

意事項等を

参照） 

避難所の

避難所の

職員を割

運営につ

避難所の

所の開設

開設・運営 

編：5.1.1.参

における避難

急避難場所へ

その時点に居

避難所は、下

難場所：切迫

     あら

難 所  ：災害

     する

組織等と連携

の開設にあた

、避難準備・

開始のタイミン

、可能な範囲

の対応をとる

運営に係る支

とが重要です

開設状況の伝

を開設した場

住民に速や

の開設にあ

の開設・運

割り当てる

ついて、住

の開設状況

・運営【参

参照］ 

難勧告等に対

への移動がか

居る建物内に

下記にある「指

迫した災害の

らかじめ市町

害により住宅

る場所として

携した避難所

っては、避難

・高齢者等避

ングに遅れる

囲で地区在住

ることが求めら

支援方策につ

す。 

伝達 

合、避難所の

やかに伝達す

あたり、避難

運営にあたっ

等の対応を

住民や自主防

況について、
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参考】 

対する避難行

かえって危険

において、より

指定避難所」

の危険から命

町村が指定し

宅を失った場

て、あらかじめ

所の開設及び

難所及びその

避難開始の段

ることのないよ

住の市町村職

られます。また

ついても検討

の名称、避難

する必要があ

 

難所の安全

っては、可

をとる。 

防災組織等

住民に速

行動は、指定

険な場合は、

り安全な部屋

に関する事項

を守るために

した施設・場所

場合等におい

め市町村が指

び運営 

の周辺に異常

段階で避難し

よう、適切に避

職員を最寄

た、自主防災

討し、住民と

難に際し住民

ります。（「群

全点検を行う

可能な範囲で

等と連携した

速やかに伝達

定緊急避難場

「近隣の安全

屋等への移動

項であること

に避難する場

所 

て、一定期間

指定した施設

常がないか点

してくる住民も

避難所を開設

の避難所に

災組織や住民

行政が連携

民が持参すべ

群馬県避難所

う。 

で地区在住

た体制を確

達する。 

場所への立退

全な場所」へ

動を言う。 

とに留意する。

場所として、 

間避難生活を

設 

点検する必要

もいることか

設する必要

割り当て、開

民等による避

携した体制づ

べき物、その

所運営ガイド

住の市町村

確保する。 

退き避

への立

。。 

を 

要があ

ら、住

があり

開設か

避難場

づくりを

の他留

ライン」
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【解 

① 

② 

③ 

④ 

避難所が持

説】［資料編

管理体制 

管理者が

災害時に使

 

災害時の情

避難所の

では住民が

して、周辺の

れ、少なくと

また、避難

災害発生情

要です。これ

があります。

 

プライバシー

避難生活

することを強

住民のプライ

住民のストレ

 

コミュニティー

住民の生

施設であって

このため、

ュニティー機

避難所は

が考慮さ

常性のあ

持つべき機能

編：5.2.1.参

が常駐している

使用可能な状

情報収集手段

の安全性が確

安心して避難

の状況等に関

もテレビは必

難所において

情報、土砂災

れらの情報の

 

ーの確保 

活は日常生活

強いられるため

イバシー確保

レスを緩和す

ー機能 

生命を土砂災

ては、避難し

、住民が気軽

機能を有した

は、災害関

された機能

ある施設で

能 

参照］ 

る施設や、平

状態が維持され

段 

確認された場

難生活を送る

関する情報を

必要です。 

て、避難して

災害警戒情報

の住民に提供

活と異なり、さ

め、住民は多

保が可能な、

することが望ま

災害から守る

しない可能性

軽に避難でき

た施設であるこ

関係等の情報

能・設備を有

であることが
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平常時から定

れている施設

場合でも、周辺

ることができ

を提供するた

ている住民に

報等の土砂災

供すべき内容

さまざまな制約

多大なストレス

、ゆとりのある

まれます。 

ための避難

性が高くなって

きるような、日

ことが望まれ

報を得るこ

有すること

が望ましい

定期的に設備

設である必要

辺状況等の

ません。この

ための情報収

対しては、現

災害関連情報

容等について

約が生じると

スが生じるこ

る収容能力を

難所ですが、住

てしまいます

日常性のある

れます。 

ことができ、

とや、日頃よ

い。 

備等のメンテナ

要があります。

情報が全く入

のため、避難し

収集手段を有

現在の気象情

報を住民に提

ては、事前に検

とともに、大勢

とが予想され

をもつ施設を

住民が避難

。 

る（和室やテレ

避難生活

より情報が

ナンスが実施

。 

入ってこない

してきた人々

有する施設が

情報、近隣の

提供すること

検討しておく

勢の人の中で

れます。このた

を選ぶことに

難を躊躇する

レビ等の設置

活の利便性

が集まる日

施され、

い環境

々に対

が望ま

の土砂

とが重

く必要

で生活

ため、

により、

ような

置）コミ
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⑤ 非常用電源 

土砂災害発生時には、停電により、電話等の情報伝達機器が使用不能となることもあ

り、住民が不安を覚えることが予想されます。 

このため、避難所には、停電時等に情報収集伝達手段を維持するための非常用電源

を整備するとともに、定期的なメンテナンスを実施し、常時使用可能な状態を維持する必

要があります。 

 

⑥ 食糧等の備蓄 

孤立化するおそれのある地域では、災害時に外部からの援助が困難な場合でも、住

民が安心して一定期間避難生活することができるように、避難所に食糧や毛布等を備蓄

しておくことが重要です。 
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【解 

① 

② 

 

 

 

要配慮者へ

説】 

在宅の要配

要配慮者

い。このため

公民館等、気

す。こうした配

また、最寄

対策等も含め

 

要配慮者へ

要配慮者

トレスが生じ

携を図るなど

 

 

在宅の要

近な公民

を行う。

お問い

 群馬県

【電話

【ＦＡＸ

【メール

への配慮 

配慮者等への

者等は、早め

め、在宅の要

気軽に利用

配慮により、

寄の病院・医

めた受け入れ

への配慮 

者は一般の住

じることも考え

どして要配慮

要配慮者等

民館などの

 

い合わせ先： 

県県土整備

話】 ０２７－２２

Ｘ】 ０２７－２

ル】 sabouka

の避難対応

の避難勧告

要配慮者等に

ができ、コミュ

要配慮者等

医師等と連携

れ体制づくり

住民と比べて

えられます。従

慮者へ配慮す

等の早期避難

の避難所確保

部 砂防課

２６－３６３３

２４３－１６８０

a@pref.gunm
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告等により指定

に対する避難

ュニティー機

等の避難に対

携し、避難して

りや福祉避難

、自由に移動

従って、要配

することが重要

難に備えて

保と、早期

（砂防情報係

ma.lg.jp 

定避難所へ

難所は、高齢者

機能を有した

対する抵抗感

てきた要配慮

難場所の整備

動ができなか

配慮者用に個

要となります。

て、安全性が

期開設・運営

係） 

へ早期に避難

者等が日頃か

施設を選定

を和らげるこ

慮者等の体調

備が必要とな

かったりするた

個室を確保し

。 

が確認され

営に係る体

難することが望

から集まる近

定することが大

ことが重要で

調チェックや

ります。 

ため、より大き

したり、病院と

れている身

体制づくり

望まし

近隣の

大切で

す。 

や医療

きなス

との連


